
 大治町地域生活支援拠点事業実施要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、障害者等の地域での生活を支え、安心して暮らすことができ

る支援体制を構築するため、「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な

実施を確保するための基本的な指針」（平成１８年厚生労働省告示第３９５号）に

いう地域生活支援拠点（以下「拠点」という。）の整備を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「障害者等」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第

４条第１項に規定する障害者及び同条第２項に規定する障害児を総称していう。 

２ この要綱において「介護者」とは、同居又は近居する家族等、居宅において障

害者等に対して日常的に介護等の支援を行う者をいう。 

３ この要綱において「事業」とは第６条第１号に規定する緊急時居室確保事業及

び同条第２号に規定する体験的利用支援事業を総称していう。また、「事業者」と

は事業のいずれかを行う者をいう。 

４ この要綱において「短期入所」とは、法第５条第８項に規定する短期入所をい

う。 

５ この要綱において「共同生活援助」とは、法第５条第１７項に規定する共同生

活援助をいう。 

６ この要綱において「相談支援」とは、法第５条第１８項に規定する相談支援及

び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２の２第７項に規定する障

害児相談支援並びに法第７７条第１項第３号に規定する事業を総称していう。ま

た、「相談支援事業所」とは相談支援を行う事業所をいう。 

７ この要綱において「通所事業」とは、法第５条第７項に規定する生活介護、法

第５条第１３項に規定する就労移行支援、法第５条第１４項に規定する就労継続

支援、法第５条第２７項に規定する地域活動支援センター、児童福祉法第６条の

２の２第４項に規定する放課後等デイサービス及び大治町日中一時支援事業実施

要綱（平成１９年５月９日大治町告示第３１号）第２条に規定する事業を総称し

ていう。 



 （実施主体） 

第３条 事業の実施主体は、町とする。ただし、事業の実施は、適切な事業運営が

できると認められる社会福祉法人等の事業者に事業運営の全部又は一部を委託す

ることができる。 

 （事業内容） 

第４条 事業の内容は、次に掲げるものとする。 

 (1) 緊急時居室確保事業 

  在宅で生活する障害者等が適切な介護を受けられない場合に共同生活援助又は

通所事業を行う事業所において緊急受入れのための必要な対応を行う。 

 (2) 体験的利用支援事業 

  地域において自立した生活を営むことを希望する障害者等に、短期入所又は共

同生活援助を行う事業所において体験的な利用を提供する。 

 （事業者） 

第５条 緊急時居室確保事業を行う事業者は、共同生活援助又は通所事業を実施し

ている者であって、かつ事前にこの要綱において登録を行った者とする。 

２ 体験的利用支援事業を行う事業者は、短期入所又は共同生活援助を実施してい

る者であって、かつ事前にこの要綱において登録を行った者とする。 

 （事業者の登録） 

第６条 前条に掲げる登録をしようとする者は大治町地域生活支援拠点事業登録申

請書（様式第１号）に必要な書類を添付し、町長に提出しなければならない。 

２ 町長は前項の申請を受理したときは、当該申請者（以下「登録申請者」という。）

の事業への適性を判断した上で、事業を適正かつ継続的に運営することができる

と認められる場合に、大治町地域生活支援拠点事業登録（却下）通知書（様式第

２号）を交付するものとする。ただし、この場合において、次の各号のいずれか

に該当するときは、登録を却下するものとする。 

 (1) 登録申請者が、法人でないとき。 

 (2) 登録申請者の役員又はその事業所を管理する者（以下「役員等」という。）の

うちに、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることが

なくなるまでの者があるとき。 

 (3) 役員等のうちに、法第３６条第３項第５号の規定に該当する者があるとき。 



 (4) 登録申請者が、第１０条の規定により登録を取り消され、その取消しの日か

ら起算して５年を経過していないとき。 

 (5) 登録申請者が、法第２９条第１項の指定障害福祉サービス事業者の指定を取

り消され、その取消しの日から起算して５年を経過していないとき。 

 (6) 登録申請者が、登録申請前５年以内に法第５条第１項に規定する障害福祉サ

ービス事業又地域生活支援給付事業に関し不正又は著しく不当な行為をした者で

あるとき。 

 (7) 役員等のうちに、前３号に該当する事業者の役員等であった者が含まれると

き。 

 (8) その他、登録申請者が地域生活支援拠点事業を行うにあたり、著しく不適切

であると町長が判断するとき。 

（登録事業者の変更） 

第７条 前条第２項の規定により登録の通知を受けた者（以下「登録事業者」とい

う。）は、その登録の内容に変更が生じたときは、速やかに大治町地域生活支援

拠点事業変更申請書（様式第３号）に必要な書類を添付し、町長に提出しなけれ

ばならない。 

（登録事業者の廃止等） 

第８条 登録事業者は、事業を廃止又は休止するときは、その１か月前までに大治

町地域生活支援拠点事業廃止・休止・再開届出書（様式第４号）を、再開した時

は、再開後１０日以内に同届出書を町長に提出しなければならない。 

 （登録事業者の調査等） 

第９条 町長は、登録事業者に対して、事業の運営状況に係る調査を必要に応じて

適宜実施することができる。 

２ 町長は、登録事業者に対して、各事業の運営状況について、随時報告を求める

ことができる。 

 （登録の取消し等） 

第１０条 町長は、登録事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、登録事業

者の登録を取り消し、又は期間を定めてその登録の全部若しくは一部の効力を停

止することができる。 

 (1) 登録事業者が、第６条第２項各号のいずれかに該当するに至ったとき。 



 (2) 事業の実施に対して支払われる給付金の請求に関し不正があったとき。 

 (3) 登録事業者が、前条第１項の規定による調査を拒否若しくは妨害し、又は同

条第２項の規定による報告を命ぜられてこれに従わず、若しくは虚偽の報告を

したとき。 

 (4) 登録事業者が、不正の手段により登録を受けたとき。 

 (5) 前各号に掲げる場合のほか、登録事業者に、事業の実施に関し不正又は著し

く不当な行為があったとき。 

（対象者） 

第１１条 事業は町内に住所を有する又は町内に現在地のある、未就学児を除く６

歳以上の障害者等（以下「対象者」という。）が利用することができる。 

 （利用要件） 

第１２条 緊急時居室確保事業は、対象者が短期入所の支給決定を受けていない等

の理由により短期入所を即座に利用することが困難であり、かつ次の各号に定め

る条件のいずれかを満たす場合に利用することができる。 

 (1) 介護者が病気、事故等の緊急的な理由により、対象者を介護できない状況に

ある場合 

 (2) 医療行為を要する場合を除き、対象者の障害の悪化等により、介護者による

介護が困難となった場合 

 (3) 虐待等により緊急の対応を必要とする場合 

 (4) その他町長が特に必要と認める場合 

２ 体験的利用支援事業は、対象者が次の各号に定める条件をいずれも満たす場合

に利用することができる。 

 (1) 相談支援を利用しており、相談支援専門員により地域での一人暮らしに向け

た宿泊施設の体験的利用が障害者等にとって必要又は有益と認められること。 

 (2) 医療機関において、入院治療を要すると診断されていないこと。 

 (3) 短期入所又は共同生活援助の支給決定を受けていないこと。 

３ 事業の利用可能日数は、一回あたり連続する３日の範囲内まで、同一年度に６

日までとする。ただし、町長が特に認める場合は、この限りでない。 

 （利用の手続） 

第１３条 事業を利用しようとする対象者又は１８歳未満の対象者に事業を利用さ



せようとする保護者（以下「利用申請者」という。）は、できる限り相談支援事業

所による利用調整を受けた上で、大治町地域生活支援拠点事業利用申請書（様式

第５号）を町長に提出しなければならない。ただし、町長が緊急又はやむを得な

いと認める場合は、事後に申請書を提出することができる。 

２ 町長は、前項の申請に対し利用決定したときは、利用申請者に対し、大治町地

域生活支援拠点事業利用決定（却下）通知書（様式第６号）を交付する。 

３ 利用申請者が前項に規定する通知書の交付を受けたときは、当該利用決定にか

かる対象者（以下「利用者」という。）は、当該通知書を利用決定にかかる事業者

に提示することで、事業を利用することができる。 

 （費用の徴収） 

第１４条 前条第２項の規定により利用決定を受けた利用申請者（以下「利用決定

対象者」という。）は、次項に定める事業の利用に係る費用（以下「利用料」とい

う。）及び特定費用（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号）第２５条各号に定める費用をい

う。以下同じ。）を合算した額を事業者に支払わなければならない。 

２ 利用料の額は、利用する事業及びその他の条件に応じ、次の各号のいずれかに

掲げる額とする。 

 (1) 緊急時居室確保事業を１日につき１の事業所のみで実施した場合 別表第１

の報酬区分アに規定する金額 

 (2) 緊急時居室確保事業を同日に２以上の事業所で実施した場合 １事業所につ

き別表第１の報酬区分イに規定する金額 

 (3) 体験的利用支援事業の報酬額を事業者が独自に定めない場合 別表第２の報

酬区分ウに規定する金額 

 (4) 体験的利用支援事業の報酬額を事業者が独自に定める場合 別表第２の報酬

区分エに規定する金額 

 （給付金） 

第１５条 町長は、利用者が第１３条第２項に規定する通知書に記載の範囲内にお

いて事業者からサービスの提供を受けたときは、利用決定対象者に対し、次項に

定める額を給付金として支給する。 

２ 前項の給付金の額は、利用者の要件に応じ、次の各号のいずれかに掲げる額と



する。 

 (1) 生活保護受給者、町民税世帯非課税者（利用者及び当該利用者と同一の世帯

に属する者（１８歳以上の障害者等にあっては、その配偶者に限る。）が事業の利

用があった月の属する年度（事業の利用があった月が４月から６月までの場合に

あっては、前年度）分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による町

民税を課されない者である場合における当該利用決定対象者）又は町長が利用料

を納めることが困難と認めた者 前条第２項に規定する利用料の額。ただし、体

験的利用支援事業で同項第４号に規定する金額があるときは、第３号と第４号の

いずれか低い額とする。 

 (2) 前号に該当する者以外の者 前号に規定する金額に１００分の９０を乗じて

得た額。ただし、当該額に１円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

３ 前項に定める給付金は、利用決定対象者の希望に応じて、町長からサービスを

提供した事業者に支払うことができる。この場合において、利用決定対象者は、

前項各号に定める区分に応じ、利用料及び特定費用を合算した額から当該各号に

定める給付金の額を控除して得た額（以下「利用者負担額」という。）を事業者に

支払わなければならない。 

４ 事業者は、利用決定対象者から利用者負担額の支払を受けた場合は、当該利用

者負担額に係る領収証を利用決定対象者に対し交付しなければならない。 

 （虐待等による特例） 

第１６条 利用者負担額は、緊急時居室確保事業に関して事業者が虐待等により利

用決定対象者より徴収することができない場合は、町長がその全額を負担するこ

とができる。 

 （実績報告） 

第１７条 事業を実施した事業者は、当該事業の実績に応じ、大治町緊急時居室確

保事業実績報告書（様式第７号）又は 大治町体験的利用支援事業実績報告書（様

式第８号）を提出するものとする。 

２ 町長は、事業者から前項の規定による報告があったときは、審査の上、適正と

認める範囲内で給付金を支払うものとする。 

３ 前項の規定による給付金の支払は、第１５条第３項の規定に基づき、事業者に

対して行われたときは、利用決定対象者に対し給付金の支給があったものとみな



す。 

４ 事業者は、第２項の規定による支払を受けた場合は、利用決定対象者に対し、

その旨を通知しなければならない。 

 （不正利得の徴収） 

第１８条 町長は、偽りその他不正の手段によりサービスの提供を受けた者がある

ときは、その者から、事業に係る報酬の額に相当する金額の全部又は一部を徴収

することができる。 

２ 町長は、事業者が、偽りその他不正の手段により報酬の支給を受けたときは、

当該事業者に対し、当該支給した額を返還させることができる。 

 （秘密の保持等） 

第１９条 事業に従事する者は、利用者及びその世帯のプライバシー等、業務上知

り得た個人の情報を在職中及び退職後においてもみだりに他人に知らせてはなら

ない。 

２ 事業者は、事業に係る個人情報の漏えい、滅失又は改ざんの防止を図るととも

に、利用者に対する虐待防止など適正な管理のため必要な措置を講じなければな

らない。 

 （その他） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、町長が

別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

  



別表第 1 

緊急時居室確保事業の報酬単価 

報酬区分 条件 １事業所あたり単価 

ア １日あたり１の事業者のみを利用した場合 １１，３００円 

イ １日あたり２以上の事業者を利用した場合 ８，０００円 

 

別表第 2 

体験的利用支援事業の報酬単価 

報酬区分 条件 １事業所あたり単価 

ウ 事業所で独自に単価を定めない場合 ２，９００円 

エ 事業所で独自に単価を定める場合 事業所が定める額 



様式第１号（第６条関係） 

年  月  日 

大治町地域生活支援拠点事業 登録申請書 

 

（あて先）大治町長 

                     届出者  所在地 

                    （設置者） 名 称 

                          代表者               印 

 

 次のとおり（緊急時居室確保事業・体験的利用支援事業）の登録の旨を届け出ます。  

登 録 に 係 る 事 業 所 

事 業 所 番 号 
 

名 称 
 

所 在 地 
 

電 話 番 号 
通 常 時    －   － 

緊 急 時    －   －   （      方） 

Ｆ ａ ｘ 番 号 
通 常 時    －   － 

緊 急 時    －   －   （      方） 

メールアドレス 
通 常 時        

緊 急 時            （      方） 

サ ー ビ ス 種 別 

緊急時居室確保事業 

共同生活援助・就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型就労

移 行 支 援 ・ 生 活 介 護 ・ 放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 

日 中 一 時 支 援 ・ 地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー 

体験的利用支援事業 

短期入所 ・ 共同生活援助 

事 業 開 始 年 月 日 年   月   日 

※以下の添付書類が必要です。 

別紙１又は２、運営規定、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表、事業所の平面図、誓約書 

 



様式第２号（第６条関係） 

 

問い合わせ先 

 大治町役場 福祉部 民生課 障害福祉係 

 住  所  海部郡大治町大字馬島字大門西１番地の１ 

 電話番号  ０５２－４４４－２７１１ 

  

 

大治町地域生活支援拠点事業 登録（却下）通知書 

年  月  日 

 

          様 

                      大治町長 

 

 さきに届出のありました登録申請書につきまして、次のとおり決定しましたので通知しま

す。 

決 定 の 内 容 登 録  ・  登録却下 

事 業 所 の 名 称  

事 業 所 の 所 在 地  

地 域 生 活 支 援 拠 点 登 録 番 号  

事 業 の 種 類 緊急時居室確保事業  ・  体験的利用支援事業 

登 録 年 月 日  

登 録 却 下 の 場 合 、 

そ の 理 由 
 

 

（教示） 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して３か月以内に、大治町長に対して審査請求をすることができます。 

２ この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌

日から起算して６か月以内に、大治町を被告として（訴訟において大治町を代表する者は大

治町長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審

査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを

知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をするこ

とや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるとき

は、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があっ

た日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消し

の訴えを提起することが認められる場合があります。 



 

様式第３号（第７条関係） 

年  月  日 

大治町地域生活支援拠点事業 変更申請書 

 

（あて先）大治町長 

                     届出者  所在地 

                    （設置者） 名 称 

                          代表者               印 

 

 次のとおり（緊急時居室確保事業・体験的利用支援事業）の変更の旨を届け出ます。  

登録・変更・廃止に係る事業所 

事 業 所 番 号 
 

名 称 
 

所 在 地 
 

登 録 ・ 変 更 ・ 廃 止 年 月 日 年   月   日 

変 更 す る 内 容 変更前 変更後 

□ 名 称 
  

□ 所 在 地 

  

□ 電 話 番 号 
通 常 時   －  －   －  － 

緊 急 時   －  －   （    方）   －  －   （    方） 

□ Ｆ ａ ｘ 番 号 
通 常 時   －  －   －  － 

緊 急 時   －  －   （    方）   －  －   （    方） 

□ メールアドレス 
通 常 時     

緊 急 時          （    方）          （    方） 

□ サ ー ビ ス 種 別   

□ 実 施 体 制 ※別紙１又は２に記載すること。 

※実施体制の変更の場合、以下の添付書類が必要です。 

別紙１又は２、運営規定、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表、事業所の平面図、誓約書 

  



様式第４号（第８条関係） 

年  月  日 

 

大治町地域生活支援拠点事業 廃止・休止・再開届出書 

 

（あて先）大治町長 

                     届出者  所在地 

                    （設置者） 名 称 

                          代表者               印 

  

          廃止する 

 次のとおり事業を 休止する ので、届け出ます。 

          再開した 

 

廃止・休止・再開に係る事業所 

事 業 所 番 号 
 

名 称 
 

所 在 地 
 

サービスの種類 
 

廃 止 ・ 休 止 ・ 再 開 年 月 日 年   月   日 

休 止 予 定 期 間     年   月   日～       年   月   日 

廃 止 （ 休 止 ） の 理 由  

現に地域生活支援拠点事業を 

利用している者に対する措置 

（廃止・休止した場合のみ） 

 

 注 事業を廃止し、又は休止しようとするときはその廃止又は休止の日の１月前までに、再開したときは

その再開の日から１０日以内に届け出てください。 



様式第５号（第１３条関係） 

大治町地域生活支援拠点事業利用申請書 

 

年  月  日 

 大治町長 様 

 

 （緊急時居室確保事業・体験的利用支援事業）を利用したいので、次のとおり申請します。 

  

申

請

者 

フリガナ   

生年月日     年  月  日 

  

氏 名 ㊞ 

住 所 
 
 

電話番号                 

フリガナ   

生年月日     年  月  日 利用申請に係る 

障害児氏名 

 

 

続 柄   

障害の状況 
□身体障害者手帳（  級）     □療育手帳（  判定） 

□精神障害者保健福祉手帳（  級） □その他（        ） 

利用日・時刻 
   年  月  日   時  分から 

   年  月  日   時  分まで 

利用事業者   

利用の理由 

（緊急時居室確保

事業のみ） 

□介護者の病気、事故等  □障害の状況の悪化 

□虐待等         □その他 

（具体的に記載してください。） 

利用の要件 

（体験的利用支援 

事業のみ） 

□相談支援専門員から、体験的利用が必要または有益と認められた。 

相談支援専門員（         ）事業所（         ） 

□医療機関において、入院治療を要すると診断されていない。 

主治医（         医師） 病院名（          ） 

□共同生活援助の支給決定を受けていない。 

障害福祉サービス

の利用状況 

□利用していない 

□利用している（                       ） 

備 考   

  

  

申請書提出者  □申請者本人  □申請者本人以外（下の欄に記入） 

  
氏 名   申請者との関係   

住 所 
 
 

電話番号                 

 なお、この申請にかかる給付金の受領は上記事業者に □委任します  □委任しません 



様式第６号（第１３条関係） 

大治町地域生活支援拠点事業利用決定（却下）通知書 

 

年  月  日  

 

           様 

  

大治町長          印  

 

 

 さきに申請のありました地域生活支援拠点事業の利用につきましては、次のとおり 決定・却下 

します。 

 

対 象 者 氏 名   

事 業 の 種 類 □ 緊急時居室確保事業   □ 体験的利用支援事業 

決 定 年 月 日     年  月  日 

利 用 期 日     年  月  日 から    年  月  日 まで 

利 用 事 業 所  

自 己 負 担 １割負担 ・ 負担なし 利用者負担額の免除 該当 ・ 非該当 

却 下 の 場 合 、 

そ の 理 由 
  

備 考   

 

（教示） 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、大治町長に対して審査請求をすることができます。 

２ この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内に、大治町を被告として（訴訟において大治町を代表する者は大治町長となりま

す。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には、

処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か

月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対す

る裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消し

の訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分

（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過

した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があ

ります。



様式第７号（第１７条関係） 

大治町緊急時居室確保事業実績報告書 

年  月  日 

 大治町長 様 

所在地                

事業者名               

 

地域生活支援拠点事業費の実施について、次のとおり報告します。 

 

フリガナ   

生年月日     年  月  日 

 
利用者（児）氏名  

負担割合 □１割負担 □負担なし 虐待等による免除 □該当 □非該当 

日付 曜日 受入時間 給付金 食事 
特定費用 
（免除の場合 

のみ記載） 

備考 

 月 日  ：  ～  ： 円 回 円  

 月 日  ：  ～  ： 円 回 円  

 月 日  ：  ～  ： 円 回 円  

計 円 回 円  

受入の経緯 

 

 

 

 

受入時の対象

者の状況 

 

 

 

支援の内容 

 

 

 

支援完了時 

の状況 

 

 

 

報告者 

職種  
利用者（保護者） 

確認欄 
印          

氏名             印 

給付金について 

給付金の額 金         円 

支払先 

□事業者（代理受領の同意あり） □申請者（代理受領の同意なし） 

 

印 

振込先 
金融機関  店名  

口座番号  種別  口座名義人  



様式第８号（第１７条関係） 

大治町体験的利用支援事業実績報告書 

年  月  日 

 大治町長 様 

所在地                

事業者名               

 

体験的利用支援事業の実施について、次のとおり報告します。 

 

フリガナ   

生年月日     年  月  日 

 
利用者（児）氏名  

負担割合 □１割負担 □負担なし 料金 １日・１泊      円 

日付 曜日 提供時間 給付金 食事 備考 

 月 日  ：  ～  ： 円 回  

 月 日  ：  ～  ： 円 回  

 月 日  ：  ～  ： 円 回  

計 円 回  

利用開始の  

経緯  

  

 

 

 

利用開始時の

対象者の状況  

 

 

 

支援の内容  

 

 

 

支援完了時  

の状況  

 

 

 

報告者  

職種   
利用者（保護者） 

確認欄  
印 

氏名            印 

給付金について  

給付金の額 金         円 

支払先 

□事業者（代理受領の同意あり） □申請者（代理受領の同意なし） 

 

印 

振込先 

金融機関  店名  

口座番号  種別  口座名義人  

 


